
加 東 市 財 政 課

１．健全化判断比率

（１）実質赤字比率　【表記比率なし　（参考比率　△4.93％）】

　　　　　　　　
　     × 100 ＝ 「－」（△4.93％）

（２）連結実質赤字比率 【表記比率なし　（参考比率　△29.01％）】　

　　　　　　　　
　       × 100 ＝ 「－」 （△29.01%）

  一般会計等の実質赤字額なし （△553,771千円）

　　　　 標準財政規模　11,224,441千円

平成20年度決算に基づく健全化判断比率等について

　平成20年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表のとおり、いずれの指標について
も早期健全化基準を下回りました。

　一般会計等を対象とした実質赤字額の、標準財政規模（人口、面積等から算定する当該団体の標準的
な一般財源の規模）に対する比率であり、これが生じた場合には赤字の早期解消を図る必要がありま
す。

　実質赤字比率 ＝　　　　

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行により、毎年度、健全化判断比率を監査委員の
審査に付した上で、議会に報告するとともに、公表することになっています。

平成21年10月1日

　　　　※実質赤字比率、連結実質赤字比率については、実質収支及び連結実質収支ともに赤字となっていないので、

　各地方公共団体は、健全化判断比率により、財政状況が「健全段階」「早期健全化段階」「財政再生
段階」の３つの段階に区分され、早期健全化基準や財政再生基準を上回った場合には、それぞれのス
キームに従って財政健全化を図ることとなります。

   　　　　比率を「－」と表記しています。　（　　　）は参考比率で、△は黒字を意味します。

　加東市は以下に示しますように、平成20年度決算に基づく健全化判断比率の4比率は、いずれも「健全
段階」にあり、各公営企業につきましても、資金不足を生じていないため、資金不足比率は該当しない団
体となっています。

                  ※連結実質赤字となっていないので、比率を「－」で表記しています。

                  （　　）は参考額及び参考比率で、△は黒字を意味します。

　公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の、標準財政規模に対する
比率であり、これが生じた場合には問題のある赤字会計が存在することとなり、赤字の早期解消を図る
必要があります。

                  ※実質赤字となっていないので、比率を「－」で表記しています。

　　　連結実質赤字額なし （△3,257,092千円）

                  （　　）は参考額及び参考比率で、△は黒字を意味します。

　連結実質赤字比率 ＝　　
   標準財政規模 11,224,441千円

　 （単位：％）

平成20年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 ―　(△  4.93) 13.15 20.0

連結実質赤字比率 ―　(△29.01) 18.15 40.0

実質公債費比率 19.8 25.0 35.0

将来負担比率 88.1 350.0



（３）実質公債費比率【19.8％】 

 　　（①地方債の元利償還金＋②準元利償還金）

　－（③特定財源＋④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　×100 ＝ 19.8％
　（3か年平均） 　⑤標準財政規模－（④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（４）将来負担比率【88.1％】  

　　　 ①将来負担額－（②充当可能基金額

　　　　　＋③充当可能特定歳入＋④基準財政需要額算入見込額）

×100 ＝ 88.1％
　　　　 ⑤標準財政規模－（④元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　将来負担比率　＝　　　　

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の、標準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将
来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すストック指標です。この比率が高い場合、将来これらの
負担額を実際に支払う必要があることから、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じます。

　一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率であり、18％を超えると起債
の許可が必要となり、25％を超えると一部の起債発行が制限されます。

　実質公債費比率　＝　　　　

項　　目 平成18年度（千円） 平成19年度（千円） 平成20年度（千円）

①地方債の元利償還金 2,310,860 2,363,024 2,141,923

②準元利償還金 1,914,862 2,021,220 2,040,763

③特定財源 349,773 362,489 345,722

④元利償還金・準元利償還金に係
る基準財政需要額算入額

2,051,020 2,133,980 2,129,562

合計 ①＋②－（③＋④） 分子 1,824,929 1,887,775 1,707,402

⑤標準財政規模 11,140,927 11,199,805 11,224,441

合計 ⑤－④ 分母 9,089,907 9,065,825 9,094,879

実質公債費比率（％）単年度 20.0 20.8 18.7

実質公債費比率（％）３か年平均 19.8



・ 早期健全化基準とは

・ 財政再生基準とは

　健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、財政健全化
計画を定めなければなりません。財政健全化計画は、議会の議決を経て、速やかに公表するとともに、
県知事へ報告することになります。

　健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、「財政再生段階」となり、財政再生計画
を定めなければなりません。財政再生計画は、議会の議決を経て、速やかに公表します。また、総務大
臣に協議し、その同意を求めることができます。

　なお、財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債の
借入ができません。

項　　目 算　定　値

①将来負担額 41,082,995

　地方債の現在高 17,283,135

　債務負担行為に基づく支出予定額 130,043

　公営企業債等繰入見込額 20,586,891

　組合等負担等見込額 919,177

　退職手当負担見込額 2,163,749

　設立法人負債額等負担見込額 0

　連結実質赤字額 0

　組合等連結実質額負担見込額 0

②充当可能基金額 5,477,294

③充当可能特定歳入 3,413,454

④基準財政需要額算入見込額 24,173,019

合計  ①－（②＋③＋④） 分子 8,019,228

⑤標準財政規模 11,224,441

⑥元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,129,562

合計  ⑤－⑥  分母 9,094,879

将来負担率（％） 88.1



２．公営企業の資金不足比率

（１）資金不足比率　

　①水道事業会計【表記比率なし　（参考比率　△177.1％）】

　　　　　　　　
　×　100　＝ 「－」（△177.1％）

　②病院事業会計【表記比率なし　（参考比率　△8.2％）】

　　　　　　　　
　×　100　＝ 「－」（△8.2％）

　③下水道事業会計【表記比率なし　（参考比率　△16.9％）】

　　　　　　　　
　×　100　＝ 「－」（△16.9％）

・ 経営健全化基準とは

　資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は、「経営健全化段階」となり、経営健全化計画を定めな
ければなりません。経営健全化計画は、議会の議決を経て、速やかに公表するとともに、県知事へ報告
することになります。

各公営企業における「資金不足比率」については、平成20年度決算において、資金不足を生じた公営
企業はないため該当ありません。

　資金不足比率は、各公営企業ごとの資金不足額の、事業の規模に対する比率であり、経営健全化基準
（20％）以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなりません。

　　 資金不足比率 ＝　　　

　　　　※①②③とも資金不足となっていないので、比率を「－」で表記しています。

　　　　※資金不足となっていないので、比率を「－」で表記しています。

　　 資金不足比率 ＝　　　

事業の規模　2,285,825千円

   事業の規模　540,174千円

　   資金の不足額なし　（△91,021千円）

　　 資金不足比率 ＝　　　

資金の不足額なし（△2,313,931千円）　

資金の不足額なし　（△188,313千円）　

  事業の規模　1,306,506千円

　　　　（　　）は参考比率で、△は黒字を意味します。

　　　　（　　）は参考額及び参考比率で、△は黒字を意味します。

（単位：％）

会計の名称 平成20年度決算 経営健全化基準

水道事業 ―　（△177.1） 20.0

病院事業 ―　（△　 8.2） 20.0

下水道事業 ―　（△  16.9） 20.0



健全化法に関する用語解説

１．健全化判断比率

（1）実質赤字比率

【一般会計等の実質赤字額】 一般会計等に相当する会計における実質赤字（繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越
額））の額

【一般会計等】 市町村の一般会計及び特別会計のうち、地方財政統計で用いられている普通会計とほぼ同
様の範囲

【繰上充用額】 歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額

【支払繰延額】 実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額

【事業繰越額】 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

【標準財政規模】 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの。標準税収入額等
に普通交付税を加算した額。なお、臨時財政対策債（地方一般財源の不足に対処するため、
投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第５条の特例として発行される地方債）の
発行可能額についても含まれている

（2）連結実質赤字比率

【連結実質赤字額】 一般会計及び公営企業（法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生
じた会計の実質赤字の合計額と公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の
資金の不足額の合計額が、一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じ
た会計の実質黒字の合計額と公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資
金の剰余額の合計額を超える場合の当該超える額

（3）実質公債費比率

【元利償還金】 借入金の返済額で、元金と利子をあわせたもの

【準元利償還金】 地方債の元利償還金に準ずる下記ア～オまでの合計額

【ア】満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場
合における1年当たりの元金償還金相当額

【イ】一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の
財源に充てたと認められるもの

【ウ】当該団体が加入する組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の
償還の財源に充てたと認められるもの

【エ】債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

【オ】一時借入金の利子

【特定財源】 地方債の元利償還金等の財源に充当した特定の歳入（公営住宅使用料・都市計画税等）

【元利償還金・準元利償還金に
  係る基準財政需要額算入額】

（4）将来負担比率

【将来負担額】 将来負担が見込まれる下記ア～クまでの合計額

【ア】一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

【イ】債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）

【ウ】一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

【エ】当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込
額

【オ】退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見
込額

【カ】地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担してい
る場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担
見込額

地方債の償還等に要する経費として、普通交付税の算定に用いる基準財政需要額に算入され
た額



【キ】連結実質赤字額

【ク】当該団体が加入する組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

【充当可能基金額】 地方債の償還額等に充当可能な地方自治法第241条の基金

【特定財源見込額】 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入の見込額（公営住宅使用料・都市計画税等）

【基準財政需要額算入見込額】

　

２．資金不足比率

（1）資金不足比率

【資金の不足額】 ［法適用企業］
（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 －流
動資産）－ 解消可能資金不足額

【解消可能資金不足額】 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合に
おいて、資金の不足額から控除する一定の額

【事業の規模】 ［法適用企業］
営業収益の額 － 受託工事収益の額

地方債の償還等に要する経費として、普通交付税の算定に用いる基準財政需要額に算入され
ることが見込まれる額


